
再生資源利用（促進）計画書及び実施書と 

再資源化等関係書類の作成について 

請負金額 書類の名称 提出時期 留意事項 

100万円

以上（対

象工事） 

再生資源利用計画書（様式１・イ）

（COBRISにより作成） 

施工計画書に

含めて提出す

る。 

再生資材の利用及び建設副

産物の発生・搬出の有無や多

寡に関わらず提出する。 再生資源利用促進計画書(様式

２・ロ）（COBRISにより作成） 

再生資源利用実施書（様式１） 

（COBRISにより作成） 

工事完成時に

完成図書に含

めて提出す

る。 

再生資材の利用及び建設副

産物の発生・搬出がない場合

でも、工事概要のみ記載して

提出する。 
再生資源利用促進実施書（様式

２）  （COBRISにより作成） 

500万円

以上（対

象建設工

事の内土

木工作物

又は機械

器具設置

等建築物

以外の工

作物） 

再資源化等報告書（建設リサイク

ル法第18条第１項の規定に基づ

く報告）  

特定建設資材

廃棄物の再資

源化等が完了

したとき。 

上記、再生資源利用促進実施

書の提出をもって報告とす

る。 

工事請負契約書関係（建設リサイ

クル法第13条及び省令第4条に基

づく書面） （様式１７） 

工事請負契約

前 

記載事項について監督員の

確認を受けること。 

（提出先：工事担当課） 

【留意事項】1）請負者は、再生資源利用計画書（実施書）及び再生資源利用促進計画（実施

書）を工事完成後５年間保存すること。2）請負金額は、変更後の精算金額を含む。 

3)建設リサイクル法に係る建築物対象工事 

・建築物解体工事で、延べ床面積80m2以上【建築物解体工事】                  様式15 

・建築物新築又は増築工事で、延べ床面積500m2以上【建築物新築・増築工事】   様式16 

・建築物修繕又は模様替工事で、請負金額１億円以上【建築物修繕・模様替工事】様式16 

【特記仕様書】再生資材及び建設副産物の搬出及び利用に関する特記仕様書  

【関係法令等の抜粋】 別紙８ 

【COBRIS】・COBRIS［ｺﾌﾞﾘｽ］：建設副産物情報ｾﾝﾀｰ（JACIC）のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから利用が可能(有料) 

http://www.recycle.jacic.or.jp/











様式-１５ 別紙１ （工事請負契約書関係） 

     建築物に係る解体工事   

  １．分別解体等の方法                                                         

  工     

  程     工  程           作 業 内 容           分別解体等の方法  

  ご     

  と  ①建築設備・  建築設備・内装材等の取り外し  □ 手作業  

  の   内装材等  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  作    併用の場合の理由（        ）

  業  ②屋根ふき材  屋根ふき材の取り外し  □ 手作業  

  内   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  容    併用の場合の理由（        ）

  及  ③外装材・  外装材・上部構造部分の取り壊し  □ 手作業  

  び   上部構造部分  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  解  ④基礎・  基礎・基礎ぐいの取り壊し  □ 手作業  

  体   基礎ぐい  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  方  ⑤その他  その他の取り壊し  □ 手作業  

  法  （       ）  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）                         円（税抜き） 

     （注） ・解体工事の場合のみ記載する。 

      ・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 

      ・仮設費及び運搬費は含まない。 

 ３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                                

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                        円（税抜き） 

     （注） ・運搬費を含む。 



様式-１６  別紙２ （工事請負契約書関係） 

     建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）  

  １．分別解体等の方法                                                         

  工     

  程       工  程        作 業 内 容       分別解体等の方法  

  ご     

  と  ①造成等  造成等の工事  □ 手作業  

  の   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  作  ②基礎・  基礎・基礎ぐいの工事  □ 手作業  

  業   基礎ぐい  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  内  ③上部構造部分・  上部構造部分・外装の工事  □ 手作業  

  容   外装  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  及  ④屋根  屋根の工事  □ 手作業  

  び   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  解  ⑤建築設備・  建築設備・内装等の工事  □ 手作業  

  体   内装等  □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  方  ⑥その他  その他の工事  □ 手作業  

  法  （        ） □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

 ２．解体工事に要する費用（直接工事費）     該当無し  

 ３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                                

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地 

４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                        円（税抜き） 

     （注） ・運搬費を含む。 



様式-１７ 別紙３ （工事請負契約書関係） 

    建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）  

  １．分別解体等の方法                                                         

  工     

  程       工  程        作 業 内 容       分別解体等の方法  

  ご     

  と  ①仮設  仮設工事  □ 手作業  

  の   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  作  ②土工  土工事  □ 手作業  

  業   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  内  ③基礎  基礎工事  □ 手作業  

  容   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  及  ④本体構造  本体構造の工事  □ 手作業  

  び   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  解  ⑤本体付属品  本体付属品の工事  □ 手作業  

  体   □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

  方  ⑥その他  その他の工事  □ 手作業  

  法  （        ） □ 有    □ 無  □ 手作業・機械作業の併用  

（注）分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。 

２．解体工事に要する費用（直接工事費）                        円（税抜き） 

     （注） ・解体工事の場合のみ記載する。 

      ・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。 

      ・仮設費及び運搬費は含まない。 

３．再資源化等をするための施設の名称及び所在地                                 

特定建設資材廃棄物の種類 施設の名称 所 在 地 

  ４．再資源化等に要する費用（直接工事費）                      円（税抜き） 

     （注） ・運搬費を含む。 



通  知  書
令和   年   月   日

今治市長    様

発注担当部局：                 

担当課長名 ：                 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 11 条の規定により、下記のとおり通知

します。

記

※ 受付番号             

注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。

    （例：舗装、築堤、土地改良 等）

連

絡

先

所属名

担当者職

氏
ﾌ ﾘ

名
ｶﾞ ﾅ

住所 〒

電話番号       －       －       （内線      ）

工

事

の

内

容

工事の名称

工事の場所

工事の概要 工事の種類

□建築物に係る解体工事     □建築物に係る新築又は増築の工事

□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの

□建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（          ）注１

工事の規模

建築物に係る解体工事      用途    階数   工事対象床面積   ㎡

建築物に係る新築又は増築の工事 用途    階数   工事対象床面積   ㎡

建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの

用途    階数    請負代金    万円（税込）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等   請負代金    万円（税込）

工期 令和   年   月   日～令和   年   月   日

 （工事着手予定日：令和   年   月   日   

請

負

人

会社名
フ リ ガ ナ

現場代理人氏名

所在地
〒

電話番号 ―     ―      （内線     ）

ＦＡＸ ―  

様式-１８（建設リサイクル法第１１条関係） 



  再生資材及び建設副産物の搬出及び利用に関する特記仕様書 

（建設副産物の適正処理） 

第１条 建設副産物の処理にあたっては、「建設副産物適正処理推進要綱（平成 14年 5月 30 日

付け国土交通事務次官通達）」に準拠し、建設副産物の適正処理に努めなければならない。 

（建設副産物の利用）  

第２条 建設副産物の再利用については、適正に実施すること。 

  ２ 建設副産物の品質等により利用が困難な場合は、監督員と協議すること。 

（建設副産物の搬出）  

第３条 建設副産物のうち、コンクリート塊、アスファルトコンクリート塊の搬出については、

設計書に指定する方法により適切に再資源化施設へ搬出すること。建設発生土及びその他の

建設副産物については法令等に準拠し適切に搬出すること。 

なお、建設副産物のうち産業廃棄物に該当する建設副産物の処理は、別添「建設工事から生

ずる産業廃棄物の処理に関する特記仕様書」によること。 

（再生資材の利用） 

第４条 請負者は、別表１の資材の使用に際しては再生資材を使用すること。 

  ２ 再生資材の品質に関しては、使用に際し舗装再生便覧[(社)日本道路協会発刊 ]や、コン

クリート副産物の再利用に関する用途別品質基準等を遵守し、適正な品質を確保するため再

生処理施設において、品質の確認を行わなければならない。なお、適正な品質が確保できな

い場合及び再生材の確保が困難な場合は、監督員と協議すること。 

（特定建設資材の分別解体等及び再資源化等） 

第５条 請負者は、本工事が「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(建設リサイクル

法)」第９条に規定する対象建設工事（以下「対象建設工事」という。」の場合、同法に基づ

き、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施について適正な措置を講ずること。 

（再生資源利用(促進)計画書及び実施書） 

第６条 請負者は、本工事の請負金額が 100 万円以上の場合、再生資材の利用及び建設副産物の

発生・搬出の有無や多寡に関わらず、必要な情報を「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」

に入力するとともに、再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書を作成し、着手前に

監督員に提出しなければならない。なお、再生資材の利用及び建設副産物の発生・搬出がな

い場合でも、工事概要のみ記載して提出すること。また、請負者は、法令等に基づき、工事

現場において再生資源利用計画を公衆の見やすい場所に掲げなければならない。

２ 請負者は、前項の場合は、工事完成時に、「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」に入

力するとともに、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を提出しなければならな

い。 

３ 請負者は、再生資源利用(促進)計画書及び実施書を工事完成後５年間保存すること。 

４ 請負者は、土砂を再生資源利用計画に記載した搬入元から搬入したときは、法令等に基づ

き、速やかに受領書を搬入元に交付しなければならない。 

５  請負者は、再生資源利用促進計画の作成に当たり、建設発生土を工事現場から搬出する場

合は、工事現場内の土地の掘削その他の形質の変更に関して発注者等が行った土壌汚染対策

法等の手続き状況や、搬出先が盛土規制法の許可地等であるなど適正であることについて、

法令等に基づき確認しなければならない。また、確認結果は再生資源利用促進計画に添付す

るとともに、工事現場において公衆の見やすい場所に掲げなければならない。また、監督員

から請求があった場合は、確認結果を提出しなければならない。 

６  請負者は、建設現場等から土砂搬出を他の者に委託しようとするときは、再生資源利用促

進計画に記載した事項（搬出先の名称及び所在地、搬出量）と第５項で行った確認結果を、

委託した搬出者に対して、法令等に基づいて通知しなければならない。 

７  請負者は、建設発生土を再生資源利用促進計画に記載した搬出先へ搬出したときは、法令

等に基づき、速やかに搬出先の管理者に受領書の交付を求め、受領書に記載された事項が再

生資源利用促進計画に記載した内容と一致することを確認するとともに、監督員から請求が



あった場合は、受領書の写しを提出しなければならない。 

（再資源化等報告書） 

第７条 請負者は、今治市土木工事共通仕様書第1編1-1-1-17の規定による再生資源利用(促進)

実施書に次の各号に示す事項を記載し提出することをもって、建設工事に係る資材の再資源

化等に関する法律第 18条第 1項の規定に基づく報告とする。 

  （１）再資源化等が完了した年月日 

  （２）再資源化等をした施設の名称及び所在地 

  （３）再資源化等に要した費用  

[参考] 

  ・COBRIS［ｺﾌﾞﾘｽ］：建設副産物情報ｾﾝﾀｰ（JACIC）のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから利用が可能(有料) 

http://www.recycle.jacic.or.jp/ 

別表 １  

資材名 再生材の種類 使用箇所 

再生加熱アスファルト 

混合物 

密粒度アスファルトコンクリート

骨材の最大粒径 20mm 又は 13mm 

（再生加熱アスファルト混合物） 

道路舗装の表層に使用する。

粗粒度アスファルトコンクリート

骨材の最大粒径 20mm 

（再生加熱アスファルト混合物） 

中間層、基層に使用する。 

(中間層で当分の間供用する

場合には使用しない。) 

アスファルト安定処理 

（再生加熱アスファルト混合物） 

アスファルト安定処理工で

行う上層路盤に使用する。 

再生骨材 

再生粒調砕石 

(RM-25) 

(HMS-25) 

上層路盤工等路盤材料に使

用する。 

再生砕石 

(RC-40) 

(RC-30) 

構造物の基礎材及び裏込め

材等に使用する。 

仮道、工事用道路の敷砂利等

に使用する。 

道路の路盤に使用する。 

再生砂 電線共同溝工事及び下水道

工事の管路埋め戻し材に使

用する。 








